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報道関係者 各位                           2020 年 6 ⽉ 17 ⽇(⽔) 
                      早稲⽥⼤学マニフェスト研究所 

議会改⾰調査部会 
 

【地⽅議会】総合ランキング 1 位は兵庫県⻄脇市議会 
2 位に北海道芽室町議会、3 位に東京都町⽥市議会 

〜「議会改⾰度調査 2019」従来から設問を⼤幅変更 早稲⽥⼤学マニフェスト研究所調べ〜 
 

地⽅から政治を変える取り組みを⾏う早稲⽥⼤学マニフェ
スト研究所（顧問：北川正恭・早⼤名誉教授）は 6 ⽉ 17 ⽇、
全国の都道府県議会・市区町村議会への調査をもとに「議会改
⾰度調査 2019」の総合ランキング TOP300 を発表しました。 

調査結果によると、5 年連続 1 位の芽室町議会を上回り、
⻄脇市議会が初の 1 位となりました。2 位に北海道芽室町議会、3 位には東京都町⽥市議会と続くなど、取
り組みの具体性や質を問う内容に調査設問を⼤幅に⾒直した結果、ランキング TOP30 の中では半数の議会
が昨年から⼊れ替わる状況となりました。（前年結果との単純⽐較はなじまない点、ご注意ください）。  
  ≫ 詳細はこちら www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku 
 
▼TOP３の３分野順位と取り組みの特徴 
【1 位】兵庫県⻄脇市議会  情報共有 03 位／住⺠参画 07 位／機能強化 04 位 

Ø 年間 40 ⾃治会単位の住⺠、さらに市内⾼校 3 校 17 クラスの学⽣との意⾒交換を踏まえて、常
任委員会所管事務調査による政策⽴案を展開しています。 

【2 位】北海道芽室町議会  情報共有 02 位／住⺠参画 01 位／機能強化 21 位 
Ø 議案などを会議前にいち早く住⺠と情報共有。議会報告会だけではない「多様な場で、多様な参

加者層」と住⺠対話を⾏うなど、情報共有度・住⺠参画度を⼀層⾼め政策⽴案に繋げています。 
【3 位】東京都町⽥市議会  情報共有 04 位／住⺠参画 03 位／機能強化 17 位 

Ø 質疑の間に議員間討議を⾏うことを徹底。多様な ICT 活⽤、国会図書館と連携し議会機能強化。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
☆今後、「議会改⾰度調査 2019」の新たな情報は下記早⼤マニ研 HP で随時公開していきます。 

 
 
 

■北川正恭 早稲⽥⼤学マニフェスト研究所 顧問のコメント 
調査から 10 年⽬を迎え、議会基本条例を制定した議会も調査開始時の 113 議会から 

2019 年には 800 議会となった。議員個々の活動以外にも議会報告会をはじめ議会の総 
体の動きとして議会活動が住⺠にも認知されつつある。本年は地⽅創⽣第⼆期のスター 
トの年。また「アフターコロナ」「ウィズコロナ」と⾔われる中、参集する議会活動か 
らオンラインを活⽤し離れた場所からも議会活動に参画する取り組みが⽣まれ始めた。 

議会改⾰度調査 2019 によれば、タブレットや PC を議会に導⼊している地⽅議会は 27%しかなかったが、
今年は⼀気にオンライン化が進展するだろう。地域の未来や課題解決した状態（価値前提）を実現する為に
バックキャスティングで議会が中⼼となって地域や⾏政を巻き込んで対話し、議会からの政策⽴案、議会か
ら地域課題解決を積極的に進めていただくことを期待したい。 

早稲田大学  

北川 正恭 名誉教授 

＜お問合せ先＞ 早稲田大学マニフェスト研究所 議会改革調査部会 担当：長内、青木 

 TEL：03-6214-1315  e-Mail: mani@maniken.jp  HP: www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku 
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【2019 年度調査の全体傾向・ポイント】 
① 5年連続 1 位の芽室町議会を上回り、⻄脇市議会が初の 1 位となりました。 
② 重点３分野のうち「情報共有」の評価軸に、情報の質や受け取る時間を含めた「共有度」を加えたこと

でランキングを上げた議会もありました。また、議員の選挙公約（マニフェスト）や達成度評価、議会
内での議員評価システムに取り組み、「政策型議会」への転換を図ろうとする議会もありました。 

③ 議員間討議は、限定的運⽤ではなく常態的かつ積極的に⾏っている議会を評価しました。また、政策的
条例の新規制定に限らず、⾒直し検証を踏まえた既存条例の改廃や、⾸⻑議案の否決に限らず、修正
案・附帯決議案の可決、議案の撤回など、これまで評価されなかった取り組みも評価しています。 

 
▼総合ランキング TOP30  ※TOP300 はウェブサイトに掲載しています 

 
【コロナ対応の観点：地⽅議会の ICT 活⽤の状況】 ※以下、回答数に対する割合とカッコ内は実数 

 
Ø タブレット端末利⽤の完全実施（議員全員に配布・所有）する議会が２割（288 議会、前年⽐ 23 議会

増）である⼀⽅、会議資料の完全ペーパーレス化は１割に留まりました。また、会議資料のグラフ化や
ウェブ会議利⽤などはほぼ事例がなく、タブレット導⼊メリットが⼗分活かされていません。 

Ø 新型コロナ感染拡⼤を受け、有事の際の ICT 活⽤が期待されますが、「災害時の ICT 活⽤」を規定し
た議会は 8.4％でした。調査は 2019 年中の取り組みのため、2020 年の状況は⼤きく変わっている可能
性があります。今回の緊急事態を受けて、いち早く「オンライン議会」の可能性を模索している茨城県
取⼿市議会のような、様々な ICT 活⽤策が出てくることを期待しています。 

 
 
 
 
 

1 位 兵庫県 ⻄脇市議会 
2 位 北海道 芽室町議会 
3 位 東京都 町⽥市議会 
4 位 群⾺県 桐⽣市議会 
5 位 東京都 多摩市議会 
6 位 三重県 四⽇市市議会 
7 位 ⼤阪府 堺市議会 
8 位 北海道 福島町議会 
9 位 岩⼿県 奥州市議会 
10 位 ⽯川県 加賀市議会 

11 位 沖縄県 那覇市議会 
12 位 兵庫県 兵庫県議会 
13 位 滋賀県 ⼤津市議会 
14 位 秋⽥県 横⼿市議会 
15位 愛知県 名古屋市会 
16 位 福島県 会津若松市議会 
17 位 愛知県 瀬⼾市議会 
18位 岩⼿県 久慈市議会 
19 位 京都府 精華町議会 
20 位 京都府 京都市会 

20 位 愛知県 岩倉市議会 
22 位 三重県 伊賀市議会 
23 位 広島県 呉市議会 
24 位 新潟県 上越市議会 
25位 京都府 舞鶴市議会 
26 位 ⻑野県 松本市議会 
27 位 新潟県 柏崎市議会 
28位 岐⾩県 可児市議会 
29 位 東京都 墨⽥区議会 
30 位 宮城県 柴⽥町議会 

(1) ICT 活⽤ n=1433 議会 完全実施化 ⼀部実施化 
議員のタブレット端末利⽤ 20.0％（288議会） 11.8％（169 議会） 
会議資料のペーパーレス化 9.8％（141 議会） 13.6％（195議会） 
会議資料のグラフ化・データ可視化 2.2％（ 32 議会） 6.7％（ 96 議会） 
ウェブ会議で会議参加 0.1％（  1 議会） 0.5％（  7 議会） 
(2)災害対応 n=1433 議会 策定整備済み（ICT 活⽤規定あり） 策定整備済み（ICT 活⽤規定なし） 
災害時の議会・議員の⾏動指針 8.4％（121 議会） 43.4％（623 議会） 

＜お問合せ先＞ 早稲田大学マニフェスト研究所 議会改革調査部会 担当：長内、青木 

 TEL：03-6214-1315  e-Mail: mani@maniken.jp  HP: www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku 
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【オープンデータ化により多様なランキングを抽出・加⼯が可能！】 

今回公表する、総合ランキング⼀覧は加⼯可能なエクセル形式のデータにしています。オープンデータ化
によって、都道府県別、⾃治体区分別など⾃由に並び替えや分析・⽐較が可能になっています。 
 これまで総合ランキング TOP300以外に、都道府県議会、政令市議会、中核市議会、都道府県別 TOP10
のランキング等も公表していましたが、オープンデータ化により、それらは⾃由に抽出してご覧いただけま
す。また、300 位以下の情報も議会名を除いて公表することとしました。 
 
〇例の左）⾸都圏の町議会を抽出、かつ「情報共有」のランキング⾼順に並び替えた場合 
○例の右）兵庫県内の⼀般市のみ抽出した場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
▼議会改⾰度調査 2019 について ≫ 詳細はこちら www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku 
【調査概要】2020 年 2 ⽉下旬からオンライン調査により各議会事務局へ依頼。都道府県議会・市区町村議

会 1,788議会のうち、1,433 議会（80％）から回答いただきました。 
 
☆今後、「議会改⾰度調査 2019」の新たな情報は下記早⼤マニ研 HP で随時公開していきます。 

 ＜お問合せ先＞ 早稲田大学マニフェスト研究所 議会改革調査部会 担当：長内、青木 

 TEL：03-6214-1315  e-Mail: mani@maniken.jp  HP: www.waseda-manifesto.jp/gikaikaikaku 

■地⽅議会や⾏政の ICT 化に詳しい稲継裕昭・早⼤政治経済学術院教授のコメント 
今回の調査結果を⾒ると、議会における ICT 活⽤状況が確実に進みつつあることがわか 

る。「タブレット端末の議員利⽤」を実施している議会は全体の約 3分の１に及ぶ。また、 
「ノートパソコンの議員利⽤」を実施している議会も 4分の 1以上となっていた。それゆ 
え会議資料のペーパーレス化も約 4分の１の議会で実施されており、今後も実施率は向上 
していくだろう。他⽅で、「遠隔地からテレビ電話・ウェブ会議で会議参加」については、 
ほとんど事例がなかった。しかしながら、今回の新型コロナウィルス対策での検討が進め 
られた議会も少なくない。今後、議会改⾰の⼤きな課題としてクローズアップされていくだろう。 

早稲田大学 

政治経済学術院 

稲継 裕昭 教授 


